
 

平成３０年度事業計画書 

 
 

第１ 事業計画の概要 
消防防災に関する普及啓発及び調査研究並びに防火・防災関係者に対する指導育成

を行うことにより、火災その他の災害による生命及び財産の軽減など、公共の福祉の

向上に寄与することを目的として、諸事業を展開しているところでおります。 

 

第２ 事業計画の内容 
 １  防火防災及び救急に関する普及啓発事業 

市民及び事業所等に対する防火・防災及び救急意識の普及啓発を行う。 

（１） 地震体験車による防災意識の普及啓発（川崎市受託予定） 

川崎市から地震体験車（２台）の運営・管理を受託し、この地震体験車を有効に

活用し、地震体験等により大地震時における安全な対処方法を指導するとともに、

地震災害等に対する防災知識の普及啓発を図る。 

   a  対象 町内会・自治会・事業所・学校・保育園・各区イベント等 

   b  回数 ２３０回程度 

 （２） 応急手当普及啓発活動事業（川崎市受託予定） 

川崎市から運営・管理を受託し、（公財）川崎市消防防災指導公社が市民救命士の

養成及び川崎市患者等搬送業務認定に関する各種救命講習を行い、住民に対する応

急手当意識の普及啓発を図る。 

   a   対象 町内会・自治会・事業所等 

   b   回数 ４７７回程度 

    ｃ 内訳 心肺蘇生法講習       ６２回程度 

         普通救命講習（Ⅰ・Ⅲ）  ３９７回程度 

          上級救命講習        １２回程度 

普及員講習          ２回程度 

普及員再講習         ２回程度 

         指導員講習          １回程度 

患者等搬送再講習       １回程度 

（３） 火災予防用の防火ポスター、防火チラシ、パンフレット等の作成配布 

（４） 消防協力団体等に対する支援事業 

消防局で組織している少年消防クラブ運営委員会、婦人消防育成検討委員会及び

消防出初式への支援を行う。 

（５） 防火相談事業 

市民及び事業所関係者からの火災予防、消防用設備等消防に関する各種の相談、

住宅用火災警報器の設置等のアドバイスを行う。 

（６） 消防防災に関する調査研究事業 

    消防機器の改良開発への支援及び試作品の作製 

 

２  各種講習会・研修会等の講習会事業 

   消防防災に関する各種講習を行う。 



 （１） 自衛消防業務講習 

    （一財）日本消防設備安全センターの受託事業で、法令で定められた一定の要件に 

該当する防火対象物に設置しなければならない自衛消防組織に置かれる統括管理者

等を対象に自衛消防組織の業務に関する知識及び技能を修得し資格を取得するため

２日間の新規講習を実施する。 

また、自衛消防業務に関する講習を修了し５年を経過する者に対して再講習を実

施する。 

   ア 新規講習 

a  回数 ５回 

b  定員 各５０人（年２５０人） 

   イ 再講習 

     a  回数 ５回 

    b  定員 各４０人（年２００人） 

  （２）  防火管理講習 

    （一財）日本防火・防災協会からの受託事業で、法令に基づき、防火対象物におい 

て防火管理者として選任されるのに必要な資格を取得するための講習及び再講習を 

実施する。 

   ア 甲種防火管理新規講習 

     a  回数 １２回 

     b  定員 各２１０人（年２，５２０人） 

イ 乙種防火管理新規講習 

     a   回数 ３回 

     b   定員 各１５０人（年４５０人） 

   ウ 甲種防火管理再講習 

     a   回数 １回 

     b   定員 １５０人（年１５０人） 

 （３） 防災管理講習 

（一財）日本防火・防災協会からの受託事業で、法令に定められた大規模な建築 

物等において、地震等火災以外の災害対応である防災管理業務を実施するために必要 

な知識を修得し資格を取得するための新規講習を実施する。 

   ア 防火・防災管理（併催）新規講習 

         a   回数 ７回 

     b   定員 ２１０人４回、１５０人３回（年１，２９０人）  

 （４） 危険物取扱者試験受験準備講習 

     危険物を取り扱うのに必要な資格試験を受験するために、法令等の解説などを受 

講し試験対策に備えるための講習を実施する。 

     a  回数 ３回 

     b  定員 各５０人（年１５０人） 

 （５） 防火対象物点検資格者再講習 

         防火対象物点検資格者講習の受講を修了し、５年を経過するものに対して再講習 

を実施する。 

 a   回数 １回 

  b   定員 ４０人（年４０人） 

 



３ 東京湾アクアライン消防活動支援事業 

   東京湾アクアライン専用の消防用車両及び資機材の管理業務を行う。 

   消防・救急資機材（要救助者用簡易呼吸器、ガス検知器、救急箱セット等）を更新す

る。 

  
４ その他目的を達成する事業 

    全国の消防関係出資法人との情報交換を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



昨年度との相違事項 

 

１ 応急手当普及啓発活動事業 

（１）平成２９年度の一般公募で受講依頼数の多かった上級救命講習の回数を２回増やし、 

受講依頼人数が少なかった普及員講習及び普及員再講習を１回ずつ減らした。 

（２）受講人数の増加を図るため、比較的受講依頼の多い普通救命講Ⅰ・Ⅲの一般公募回数 

を 7回増やした。 

 

２ 講習会事業 

（１） 自衛消防業務講習 

   再講習の受講希望者が増えてきていることから、講習回数を 1回増やした。 

（２） 防火管理講習 

a  受講者から、休日等の開催希望が多いことから、土日開催の防火・防災管理（併

催）の新規講習を２回増やした。 

b  乙種防火管理講習会の受講希望が多いことから、開催回数を１回増やした。（消防

局から依頼もあり） 

ｃ 日本防火防災協会からの依頼及び再講習の受講希望者が増えてきていることから、

防火管理再講習会を１回開催する。 

（３） 防火対象物点検資格者再講習 

 防火対象物点検資格者講習の受講を修了し、５年を経過するものに対して１回再講

習会を開催する。 

 

３ 東京湾アクアライン消防活動支援事業 

  アクアライン消防車両及び資機材のうち、有効期限が切れる物品を更新する。（簡易呼

吸器、救急セット） 

また、消防活動上必要な物品を新規購入する。（可燃性ガス検知機） 

 

 

   


